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ソフトボール大会は 10 月 28 日（金）に決定！ 
 
 

●４月２１日 戦争法廃止署名・事務所交流会 
●安保法制違憲訴訟を提訴（４月２６日）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 黒岩哲彦 
●憲法集会に参加して・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  大住広太 
●メーデーに参加して ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 村松 暁 
●「法律家５団体主催～４月１４日・刑訴法改悪に反対する法律家・市民のデモ」・・・ 横山 雅 
●弾圧事件についての学習会に参加して・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 北原 新 
●要請＆記者会見しました！～高校生の政治活動の自由の問題～・・・・・・・・・・・ 仲里歌織 
※【シンポジウム】おかしくない？投票できても声は出せない 
～どうなる高校生の政治参加～・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・仲里歌織      

●新人紹介 
※平和や労働者の権利、生存権のために・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・水谷陽子 
※たたかう法曹の一員として、様々な社会の不条理に立ち向かいたい・・・・・・・・伊藤安奈 

●若手弁護士へのメッセージ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・津田玄児 
●4 月幹事会議事録           



 

1 
 

４月２１日 戦争法廃止署名・事務所交流会 
                                  

 
【須藤支部長より情勢報告】 
 ・熊本地震の影響で、衆参同日選挙は無いという

声が強くなっている。 
 ・北海道５区補選は、地元紙でも「接戦」と報道

されている。この結果が大きな影響を与える。 
 ・憲法共同センターの集約では、署名数現在約 684

万筆（内東京約 110 万）。総がかりの他の団体

の分を合わせると、5 月 3 日までに 1 万筆は超

えそう。 
 ・5 月 19 日は署名提出の院内集会。5 月 3 日の憲

法集会は 10 万人規模の会場。成功させること

が今後の運動の鍵になる。 
 
【事務所交流】 
 ◆東京 L/O（新屋）「事務所たより同封の署名用紙一斉発送は限界を迎えた。必ず署名が返ってくる依

頼者を 1 人約 10 人ずつピックアップして、再度、各弁護士からの手紙付で署名用紙を送った。返

信用封筒に切手を貼ったこともあり、戻りが早い。事務所内で「署名推進ニュース」を週 2～3 回

配付し、各人の進捗状況を共有している。可視化が大事。署名数が多いのは、憲法カフェ等で講師

をしている弁護士。学習会の参加者に署名と返信用封筒を渡し、大量に返ってくる。事務局も友人・

知人に手紙を同封して発送したり、街頭での署名集めを頑張っている。4 月 25 日までに目標の 5000
筆を到達したい。」 

 ◆東京南部（海部）「事務所ニュースとともに署名用紙と依頼文を約 6800 通発送。その結果、4 月 20
日現在 2266 筆集まった。誰から何筆送られてきたかを事務所内 ML 等で共有している。その他、

事務所街宣を毎月 19 日に実施。事務所の受付に署名用紙と BOX、各相談室に署名用紙と BOX・
ポスターを置いている。事務所の目立つところにおいて、打合せの時に依頼者に署名をお願いする

のを忘れないようにしている。学習会や憲法カフェの講師を若手が頑張っている。戦争法廃止オー

ル大田で、街頭宣伝や講演会などを重ねている。5 月 14 日には鳥越俊太郎氏の講演会を予定してい

る。野党共闘を迫る運動を進めており、5 月 14 日に大田区４区野党共闘に向けて市民が政策を語る

企画を予定。『ママの会』や『怒れる女子会＠大田』の発想はすごい。」 
 ◆東京合同（緒方）「裏面がカラーの署名用紙を事務所の相談室に置いている。カラーの署名用紙にし

たのは、集める側が持ち歩きたくなるようなものにしたかったから。事務所内のホワイトボードに

署名数を貼り出している。事務所として署名集めを頑張ろうという雰囲気ではなく、地域の市民団

体等の署名集めに協力している。学習会の講師として行っても、署名を事務所に持ち帰らずに、主

催団体が集めた形にしている。 

 ◆旬報（大久保）「署名を多く集めている弁護士は、常に署名用紙を 10 枚くらい持ち歩いていて、ど
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んな時でも署名を頼める体制をつくっている。水の向け方次第で簡単に集まると言っていた。あす

わかの活動を頑張っている弁護士も、憲法カフェを通じてたくさん署名を集めているはずだが、事

務所に集約していないのかもしれない。」 
 ◆東京中央（渕上）「事務所として取り組むことが難しく、事務所ニュースに同封して発送はできてい

ない。所員と、所員とつながりのある人に署名を集めている。他の事務所の話を参考に、事務所内

でももっと頑張ろうと言っていきたい。」 
 ◆代々木総合（阿久津）「①署名用紙の大量発送、②相談室への署名用紙の設置、③月１回の駅頭宣伝、

④地域の九条の会に弁護士が 2 人ずつ張り付いて、学習会や街頭署名に一緒に参加、⑤憲法学習会

の講師活動、この５つを取り組んでいる。他の事務所の取り組みを聞いて、足りないことが２つあ

ることがわかった。①プレッシャーをかける人が事務所内にいないこと、②外で集めた署名を事務

所に持ち帰ってきていないこと、この２つ。 
 ◆渋谷共同（萩尾）「ニュース発送時に同封した署名の戻りは、返信用封筒を入れなかったからか 200

ぐらい。事務所で街頭宣伝もあまりやらなくなっているのと、署名をお願いするとすでに署名して

いるということが多い。外では署名を集めている」 
 ◆三多摩 L/O（長尾）「事務所ニュースに同封した署名の戻りがほとんどで、学習会の講師に行っても

すでに署名しましたと言われることが多い。事務所内のボードで、署名を集めてきたら「正」の字

で各人が何筆集めているかを見えるようにしているが、刺激になっていないかも。弁護士の尻を叩

く人がいない。普通の相談者や依頼者にコツコツ集めていくしかない。」 
◆東京東部（仲里）「東部は、一ヶ月前は 80 筆程度だったところ、各弁護士がコメント入りで依頼者

に協力要請の手紙を発送したことから(返信用封筒つき)、現在 1227 筆になっています。1 人の依頼

者が 25 筆集めてくれた弁護士もいたりして、コメント入りお手紙は、かなり効果的です。」 
 ◆海部「署名集めに苦労しているところは、事務所の中でどれくらい憲法をめぐる情勢や運動につい

て位置づけて話せているかが重要ではないか。東京南部 L/O では意識して必ず事務所の会議では憲

法情勢の討議を議題に入れている。」 
 ◆須藤支部長よりまとめ「署名の集約締め切りは４月２５日だが、憲法共同センターは参議院選挙の

７月まで集めると言っている。引き続き、がんばりましょう。」 
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安保法制違憲訴訟を提訴（４月２６日） 

北千住法律事務所 黒岩 哲彦 

２０１６年４月２６日に安保法制違憲訴訟東京第一次訴訟を東京地裁に提訴しました。代理人は６２

１人、差止原告が５２人、国賠原告が４５７人です。代理人のうち元裁判官が３３人、元検事正が３人

参加しています。 

なお、担当部は差止訴訟が民事１部、国賠訴訟が民事２部です。 

 

前代未聞の戦争法強行の事態には前例のない裁判でも闘う 

現在内閣法制局見解・閣議決定・国会の「採決」と戦争法を合憲とする公権解釈しか存在をしません。

戦争法合憲との公権解釈に穴を開けることを目的としています。 

多くの方から「敗訴リスク」のアドバイスを頂きました。あらゆる憲法訴訟、たとえば恵庭事件・長

沼事件などの９条訴訟や朝日訴訟など２５条訴訟など、リスクがない憲法裁判は存在しません。リスク

を乗り越えてこそ闘いは進むと確信をしています。 

 

「事件・争訟性」をいかに乗りこえるかー原告の決意を受け止めて 

 憲法訴訟に「事件・争訟性」が必要であることは法律家の常識です。すでに最高裁は市民が本人訴訟

として提訴した安違憲訴訟について、「抽象的違憲訴訟」として門前払いの決定を出しています。 

 私たちは、「事件・争訟性」の壁の乗り越えるために市民の権利侵害を主張しています。具体的には、

①平和を望む国民・市民、②先の戦争で被害を受けた者とその家族、③基地周辺の住民、④原子力発電

所関係者、⑤ジャーナリスト、⑥地方公共団体・指定公共機関の労働者、医療従事者、交通・運輸労働

者、⑦憲法研究者、⑧宗教者、⑨女性や子どもを持つ親たち、⑩若者などのそれぞれの事情を主張して

います。 

 ２つの訴訟の原告番号１番の方の決意を紹介します。 

【差止訴訟原告・志田陽子さん（憲法学、武蔵野美術大学）】 

「多くの教員が憲法教育および主権者教育のあり方として、学生に対して、政府見解と 2015 年 7 月・9
月に採決にかけられた法制の内容の問題について賛否両論の材料提供を行うべきだと考えました。教

員・研究者の多くが、本来の教育活動や社会活動に支障をきたすこととなりました。多くの自治体や大

学が、「政治的論争を招く恐れがある」との理由で、「憲法」や「安全保障問題」を論題とした講演会や

集会に場所を提供することを自粛した結果、多くの研究者や教員が講演会企画の中止などを余儀なくさ

せられました。今、多くの市民が、知りたい情報を信頼できる学識者から聞きたいと望んでいるにも変

わらず、公民館などの会場が借りにくくなっているため、その機会を狭められています。このように、

2014 年 7 月以来、教育現場や自治体の集会所管理責任者が困惑と精神的委縮状態に陥った結果、その

影響下にある多数の研究者・教員が、職責遂行上の不利益と、人格的損害を被っています。」 
【国家賠償請求訴訟原告・堀尾輝久さん（教育思想、東大名誉教授）】 

「その憲法が不法にして不適切な仕方で犯される事態は堪え難い苦痛である。さらに、その状況は教育
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がそして子どもたちの未来が黒い雲で覆われていくことを予見できる事態といわねばならない。そうな

らないためには、子どもたちの、そして未来世代の権利を守る責任をもつ世代の、戦前戦中そして戦後

を生きてきた人間の一人として、歴史をとおして培われてきた普遍的な正義の感覚と平和の思想を自ら

のものにしようと生きてきた人間として、法の前に立ちたいと思う。 長らく教育研究に身をおき憲法・

教育基本法の依拠する教育条理を明らかにし、平和の思想史と平和教育の実践的研究に携わり、前文・

9 条に誇りを持って生きてきた者として、司法の場でこの法が適性手続きを無視し立憲主義を侵して立

法され、その内容は明らかに前文及び 9 条に違反し、１３条にも反するとして、その違憲性が裁かれる

ことを心から願っている。」 
 

違憲判決が出る可能性はあるのか。 

4月２６日の朝のＮＨＫの「(ここに注目！) 『安保関連法反対の集団提訴へ』」 

橋本淳解説委員はつぎのように解説をしています。「安全保障をめぐる過去の訴訟では違憲判決が極

めて少なく、それだけハードルが高いのは間違いありません。そのひとつが「統治行為論」といわれる

ものです。安全保障のように高度の政治性がある事柄は司法審査になじまないという考え方で、これを

理由に裁判所が憲法判断を避けたケースがたびたびあったのです。ただ今回は、少し状況が違うように

思います。統治行為論は政治への信頼があったればこそ成り立つ考え方です。日本では法律を作るにあ

たって、内閣法制局が憲法との整合性を厳密にチェックしてきましたが、今回これが十分に機能したの

か、疑問の声があります。そして、もうひとつは元裁判官、とりわけ最高裁の長官や判事として司法の

屋台骨を支えた人たちが、相次いで憲法違反とする見解を表明していることです。元最高裁判事のひと

りは「責任ある法律の体をなしていない。司法をなめてはいけない」とまで述べています。最高裁のＯ

Ｂが法律の是非を語るのは極めて異例のこと。それほど危うさを感じているわけで、現役の裁判官に同

じ考えの人がいてもおかしくありません。」 

現役の裁判官への期待 

私は、違憲訴訟に元裁判官・元検事正が多数参加していることや原発訴訟の福井地裁判決や大津地裁

判決の実績からみると、現役の裁判官の中に戦争法違憲とする考えをもっている方がいることを確信し

ています。 

 

三位一体の闘いで戦争法を廃止に追い込む 

２０００万人署名など大衆運動、選挙、違憲訴訟を三位一体で進めたいと思います。４月２６日には

福島地裁いわき支部でも２００人が提訴し、今後、東京２次提訴と札幌、仙台、名古屋、大阪、福岡な

ど全国１３の地裁でも提訴を予定しています。戦争法の廃止まで粘り強く闘ってゆきます。 
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憲法集会に参加して 

                 東京南部法律事務所 大住 広太      
2016 年 5 月 3 日、やや風が強いものの、天気

には恵まれ、東京臨海公園には神奈川と共済であ

った昨年を大きく上回る 5 万人もの人々が集まっ

た。集団的自衛権の行使を認め、アメリカと共に

戦争をすることを認める安保法（戦争法）、国内の

産業、安全を破壊するＴＰＰ、辺野古への新基地

建設、原発の再稼働など、国民の権利をないがし

ろにし、生活を破壊する政策を進める安倍政権に

対する怒りを持った人々である。自由法曹団の旗

の下には、30 名以上が集まり、ゲストのあいさつ、

野党各党のあいさつ、各分野からのリレートークに耳を傾けた。 
どの発言者からも、憲法をないがしろにする現政権に対する怒りがあふれていた。 

 集会の終了後には、二手に分かれてデモ行進も行った。沿道や付近のマンションから手を振り応援し

てくれる人も多かった。 
誕生してから約 70 年、一文字も変えられること

のなかった憲法が、正に今危機を迎えている。しか

し、憲法記念日に発表された毎日新聞の世論調査で

は、憲法 9 条を改正すべきではないとする意見が

52％にのぼっており、憲法を護る気運が高まってい

ることを感じさせる。政治の暴走を止め、憲法を護

るために、改めて運動を起こすことの大切さを実感

した。今後も継続して発信することを続けたいと思う。 
 
 

メーデーに参加して 

三多摩法律事務所 村松 暁 
 初めまして。三多摩法律事務所の新人の村松暁（６８期）と申します。私はメーデーなるものに参加

したことがなく、５月１日、初めて、三多摩メーデーに参加しました。 

 メーデーに参加して思ったことは、とにかく「あつい」ということでした。５月１日は、参加された

方々の日頃の行いが良いのでしょうか、とても良い天気に恵まれ、とても「暑」かった（その後のビー

ルはとても美味しかったです）。 

 もっとも、ただ暑いだけではなく、参加された方々の「熱い」思いも感じました。それは、壇上から

だけでなく、漏れ聞こえてくる周囲の会話からも、社会の様々な課題をなんとかしなければ、という参
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加された方々の思いが伝わってきました。また、ア

スベスト問題や原発問題など様々な課題があります

が、それらは社会全体として考えるべき課題であり

ながら、きちんと認識できていない部分が多々ある

なと感じました。今、自分自身が認識できていない

分野にも、積極的に関心をもって目を向けていこう

と思います。 

 また、私個人としては、憲法に反する安保法制が

今年の３月２９日に施行され、戦争する国作りが

着々と進んでいることを、怖く思っています。７月

集会という司法修習生が行うシンポジウムで、戦後７０年をテーマに学習会を行い、一度できた流れは、

進めば進むほど、止めることができなくなることを学びました。戦争する国作りの動きを止めるには、

今このときしかないと思います。参加された方々の熱い思いに便乗し、自分自身も、できることをでき

る範囲でやっていければと思います。 

 今後も、皆さまにはお世話になることが多々あると思いますが、ご指導ご鞭撻のほど、宜しくお願い

いたします。 

 

 

「法律家５団体主催～４月１４日・刑訴法改悪に

反対する法律家・市民のデモ」 

東京合同法律事務所 横山 雅 
 盗聴法の拡大・司法取引の導入を含む刑訴法一括改悪法

案が４月１４日、日本国民救援会の全面的バックアップの

下、法律家５団体主催（自由法曹団の他に、社会文化法律

センター、青年法律家協会弁護士学者合同部会、日本国際

法律家協会、日本民主法律家協会）による刑訴法改悪に反

対するデモが行われました。 
 雨の中でしたが、各地から合計３００名近くの法律家・

市民の方々が結集して下さいました。 
 ４月１４日は、タイムリーなことに午前中に参議院で法

律案が審議入りした日でした。 
 本法案の問題点は、十分に明らかになって来ていますが、自公両党は、強行採決も辞さずの構えで今

国会での成立を狙っている状況にあります。 
 何としても廃案にするために、引き続き各運動にご参加下さるよう御願いいたします。 
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弾圧事件についての学習会に参加して 

東京法律事務所 北原 新 
 

冒頭に堀越事件において公安警察が堀越さんを盗撮した映像が映し出されました。公安警察は堀越さ

んをターゲットにし、証拠を残そうとしていました。 
弾圧事件とは「暴力装置としての国家機関（警察・公安調査庁・内閣調査室・検察庁・裁判所・税務

署等々実力を以て機関の意思を強制出来る国家機関）（中略）が、政治目的を持って、特定の集団に対す

る打撃目的や政治課題を有利に図るため、特定の集団・個人に対する強制力による攻撃を行なう事（レ

ジュメ P.1,L.4～8 抜粋）」です。国の機関が「暴力装置」など穏やかではありませんが、国家権力とい

うのはそういうこともするということですね。裁判所までもが「暴力装置」とは。弾圧事件の場合、裁

判所は決して「アンパイヤ」などではなく、「人民支配のための暴力装置の一環であり、その機能は警察

等の機関の暴力の合法化（レジュメ P.3,L.18～19 抜粋）」であるということですので驚きです。 
今夏は参議院選挙が控えており、国家権力側は野党が共闘して躍進することを恐れています。様々な

手段を行使して阻んでくるでしょう。逮捕（あるいはその前）からの暴力装置の「連携」のとれたシス

テムで被告人が有罪とされかねない弾圧事件。選挙期間中、弾圧対策の体制をとる事務所の事務局とし

ては、もし知らせを受けたら迅速かつ適切に対処する必要があると、特に今年の選挙期間は警戒しなけ

ればならないと思いました。 
 
 

要請＆記者会見しました！  

～高校生の政治活動の自由の問題～ 

事務局次長 仲里 歌織 

 支部ニュース前号にて、高校生の政治活動の自由の問題について決議を採択した旨報告させて頂きま

した（なお、決議は、文科省の通知及びＱ＆Ａが、学校内で「政治的活動」等を行なうことを禁止する

とともに、学校外についても「届出制」を容認するなど、政治活動の自由（表現の自由、集会結社の自

由等）、思想良心の自由等を著しく侵害するものであることを指摘し、通知の撤回等を求める内容です。

詳細はＨＰをご覧ください。）。 
 その後、新学期（４月７日頃）に向けた校則改定をにらみ、多くの方のご協力を得て、以下のスケジ

ュールで、都内４９９校への決議の発送・東京都教育委員会への要請・東京都私学部への要請・記者会

見を４月４日までに行いました。 
 
 ３月２３日（水）        ：幹事会で決議を採択 
 ３月３０日（水）        ：都内４９９校の高校に決議を発送 
 ３月３１日（木）        ：東京都教育委員会へ質問事項送付 
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 ４月 ４日（月）        ：東京都教育委員会へ要請 
 ４月 ４日（月）        ：東京都私学部（私学行政課小中高校係）へ要請 
 ４月 ４日（月）        ：記者会見＠都庁 
 

 

【記者会見の様子】 

 

【記者会見の様子】 

 

【東京都教育委員会への要請】 

 

【東京都教育委員会への要請】 

 

 記者会見では、高校生、元高校社会科教員にも同席の上発言頂きました。いずれも貴重な発言であっ

たことから、記者会見中も終了後も記者から様々な質問を受け、とても盛り上がりました。 
 早速、朝日新聞と東京新聞が翌日の朝刊に掲載してくれ、週末には東京民報が写真入りで大きく取り

上げてくれました（決議自体の報道ではありませんが、しんぶん赤旗日曜版もこの問題を大きく取り上

げてくれました）。 
 その後、東京都教育委員会からの４月１８日付回答（要請前に質問事項を送っていました）によれば、

「政治的活動」について届出制・許可制にした高校やする予定である旨報告を受けている（または把握

している）高校はない、とのことでした。 
 短期間の集中的な取り組みでしたが、決議を採択するにとどまらず、４月の新学期前に都内全高校に

決議を発送したり、記者会見をする等して問題を訴え、新聞を通じてメッセージを発するに至ったこと

は重要な成果であったと思います。 
 団東京支部では、今後もこの問題について力を入れて取り組んでいきますので、引き続きみなさまの

ご協力を頂きたく、よろしくお願いいたします！ 
 ＊校則改定の情報がありましたら、ぜひ団東京支部に情報を提供頂けると幸いです。 
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【シンポジウム】おかしくない？投票できても声は出せない 

～どうなる高校生の政治参加～ 

東京東部法律事務所 仲里 歌織 

 政治活動の自由の問題について、東京弁護士会主催でシンポジウムを企画しています。 
 文科省が定義する「政治的活動」の範囲は広く、届出制が導入されれば、シンポジウムへの参加や、

演劇の観劇もテーマによっては学校に事前に届け出なければならないことになりかねません。また、「学

校で『学費無料を！』と訴えたらダメなの？」、「Twitter やインスタもチェックされるの？」など、疑

問や不安の声が聞こえてきます。 
 現役高校生・高校教諭・大学教授とともに、この問題について考え、特に「届出制」の問題点を明確

にするために、シンポジウムを開催いたします。 
 ぜひご参加頂ければ幸いです。特に、高校生にご案内頂きたく、身近に高校生がいらっしゃる方、ぜ

ひご協力お願いいたします。 
記 

開催日時 ２０１６年６月１日（水） 開場 午後６時１５分 
                  開演 午後６時３０分～午後８時３０分 
場  所 弁護士会館 ２F クレオＡ 
     （最寄り駅：霞ヶ関駅 B1 出口直結） 
入場料 入場無料 
予  約 予約不要 
内  容 第１部 問題提起 
     「高校生の政治活動をめぐり、今、何が起きているのか」 
      仲里歌織（弁護士） 

第２部 話題提供 
    荒牧重人氏（山梨学院大学教授） 
    広田照幸氏（日本大学教授） 
    学生（現役高校生、１８歳・１９歳の卒業生） 
    高校教諭 

主  催 東京弁護士会 
共  催 日本弁護士連合会 
問合せ先 東京弁護士会 人権課 ０３－３５８１－２２０５ 
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新人紹介 

平和や労働者の権利、生存権のために 

                       代々木総合法律事務所 水谷 陽子   

東京支部のみなさん、68 期の水谷陽子と申します。代々木総合法律事務所に入所しました。修習生時

代には 68 期７月集会の実行委員長をしており、団の先生方には大変お世話になりました！ありがとう

ございました。今後は後輩弁護士として、よろしくお願いします。 
◆自由法曹団の弁護士を目指したわけ 
 弁護士を目指したのは高校生の時で、それ以前は、戦争をなくすのに役に立てる職業に就きたいけど、

そんな職業あるんかしら…と考えていました。平和問題に関心をもったきっかけは、たまたま中学時代

に地雷について調べ物をしたことです。殺すのではなく障害を負わせることで敵の兵力や経済力を低下

させるのが目的の兵器だということに、むちゃくちゃショックを受けました。人間がその人個人として

恨まれて…ではなく、敵の力をそぐための道具として攻撃されるというのがとても怖かったです。（もち

ろん前者の場合も怖いですが、人間がモノ扱いされるという現実を知ったのが初めてでゾッとしたんで

す。）戦争が終わっても地雷が残っているせいでまだ傷つく人がいるという事実には、一度戦い始めると

被害を終わらすのってむちゃくちゃ大変なんだな…と感じました。そんなことを考えていたらイラク戦

争が起こり、「え、世界の戦争って全然終わらんの？大人は何やっとんの？」と中学生ながら腹を立てた

のを覚えています。 
しかしその後、高校生になり、今度は自分の祖父母が入所した高齢者施設でずさんな扱いを受け、「行

き所がないせいで弱い立場になっている高齢者の権利が危うい！身近な問題でたたかわねば！」という

気持ちで、コロッと弁護士を目指すことにしました。 
悪い介護士とたたかうぞという気持ちで上京し法学部に入り法律の勉強を始めましたが、最初に勉強

した民法の意思表示云々と自分のやりたい事の関連性が全く見いだせず法律の勉強に飽き、関心のある

社会問題を学ぶことにしました。そこで、福祉現場で働いている青年たちの集会に行って話を聞いてみ

たりすると、働き方の酷なことに驚きました。２０人３０人のお年寄りに対して夜勤は１人２人とか、

先輩や同僚が辞めていくからノウハウが引き継げないとか…「そんな状況なら事故や虐待も起こるわ！」

と納得しました。根本的な解決のためには福祉労働者を敵視するのではなくて、労働者が安全に働ける

ようにしないといけないと考え方が変わりました。 
そしてなんやかんやで自由法曹団の先輩方の存在を知り、弁護士として平和や労働者の権利、生存権

のために取り組める場所があるのが嬉しく、入団が楽しみでした。 
◆今の活動 
 福島原発被害弁護団とアスベスト弁護団に加わりました。 
また、２月の東京支部総会の懇親会では八法亭みややっこ先生に弟子入りを申し込みまして、先日中

野の地域の方を相手に自分なりに憲法を落語風に話すというのに挑戦してみました。が、なかなか難し

いですね、みややっこ先生のすごさが改めてわかりました。精進します。 
◆将来の夢 

うさぎを飼いたいです。今の住まいはペット不可で、しかも真下の部屋に大家さんが住んでいて、こ
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っそり飼うこともできません。いつかうさぎの飼える部屋に引っ越して、毎日うさぎをもかわいがる生

活をしたいです。弁護士生活とペット飼育を両立されている先輩に、ぜひアドバイスを頂きたいです。 
◆うさぎ問題などの生活面も含め、事務所を越えて見守ってください。そして、一緒に元気に活動しま

しょう。よろしくお願い致します。 
 
 

たたかう法曹の一員として、様々な社会の不条理 

に立ち向かいたい 

                          旬報法律事務所 伊藤 安奈 

初めまして。今年、自由法曹団に入団いたしました、旬報法律事務所６８期の伊藤安奈と申します。

東京支部の皆様に、この場を借りて、自己紹介させていただきます。 
私は、宮城県栗原市志波姫という、田んぼに囲まれたのどかな田舎町で生まれ育ちました。中学では

バレーボールに明け暮れ、高校でもバレーサークルに所属していました。高校卒業後、早稲田大学法学

部に入学し、アジアの法学生との国際交流サークルの活動に没頭し、３年次には代表も務めました。そ

の後、早稲田大学大学院法務研究科を修了し、名古屋での修習を経て、昨年１２月、弁護士となりまし

た。 
私が弁護士を志したのは、大学生の時に、ある法律事務所でインターンをしたことがきっかけでした。

担当してくださった先生には、弁護団会議や団体の総会など、非常に貴重な場に連れて行っていただき、

多くの方々と交流する機会を得ました。インターンを通して、労働や薬害、貧困など、大きくニュース

には取り上げられていなくとも、日本には、こんなにも多くの問題が存在するのだということに気付か

され、衝撃を受けました。 
その中でも特に私の心に残ったのが、労働問題でした。当時、労働法の知識はまったくありませんで

したが、原告の方の悲痛な訴えから、生活の基盤である労働において不利益な扱いを受けることは、そ

の人自身はもちろん、その家族の人生も狂わせかねない残酷なものであることが痛いほど伝わってきま

した。弁護士からは、事件の背景にある構造的な問題やその解決にかける思いを熱く語るのを聞き、個々

の事件を解決するだけでなく、事件の背景にある問題を解決することの重要性を学びました。そして、

弁護士がビラ配りやデモで声を上げ、国会議員に要請に行き、全国各地で開かれる会議などに飛び回る

姿を目にし、私も弁護士と言う自由な立場で、自由なやり方で、社会にある問題、特に労働問題に取り

組みたいと決意し、今に至ります。 
自由法曹団には、入団されている諸先輩方の活動を目にし、私もたたかう法曹の一員として、様々な

社会の不条理に立ち向かいたいという思いから、入団いたしました。まだまだ非力な弁護士ではありま

すが、各分野で活躍されている先輩方と早く肩を並べられるよう、労働問題はもちろん、平和や貧困問

題などの課題にも取り組み、邁進していきたいと思っております。諸先輩方におかれましては、ご指導・

ご鞭撻を賜りますようお願い申し上げます。 
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若手弁護士へのメッセージ 

練馬・市民と子ども法律事務所  津田 玄児 
私の取り組みは、事件も市民と子どもを中心としたものであり、それも弁護士会が中心で、執筆の依

頼をうけ、果たして先進的取組に励んでいる団の若手のみなさんに、メッセージをお送りすることがで

きるのか悩みました。しかし異常な速度で進む、戦争法制と新自由主義化の進行が、私が取り組む市民

と子どもの生活に、しわよせされその貧困をもたらし、安全と幸せを奪っています。子どもと共にこれ

らの解決のために力を尽くすことは、すべての人が、戦争の不安から解放され、豊な生活をとりもどす

力になるわけで、参考にしていただければと考え、書くことにしました。 
私の取組は、私自身の生育過程に根差しています。それは、「入団にあたってのご挨拶」に書いたとお

りです。今では弁護士の誰でもが、少年事件だけではなく、広く子どもの人権にかかわる事件に、多様

な形でかかわるようになっていますが、私が登録した、１９６３年頃は子どもへの権利侵害に取り組む

弁護士はほとんどなく、少年事件でさえもこれを扱う弁護士は稀でした。私もその例外ではありません

でした。それでも子どもの人権に関心をもつようになったのは、当時法務省が提起した、少年法改悪の

問題を日弁連で担当し、１９６６年に公表された日弁連意見書の作成に中心的にかかわってからです。 
意見書作りや、そしてその取組を通して、少年事件も扱うようになり、非行に陥る殆んどの子どもた

ちが、必要な援助が受けられない、成育過程の貧しさに、原因があることに、気付くようになりました。

１９７８年１１月に高松で開催された、日弁連の人権大会は、翌年が子どもの権利宣言から１０年目に

あたり、国際児童年として、世界をあげて宣言の到達点を探る年とされたことを受けてのものでした。

少年法改悪阻止のとりくみの中心にいた私も、実行委員となり、そこで少年法改悪の対象となっている

子どもたちが、その生育過程で成長発達が、損なわれている現実にふれました。「子さ打て・子殺し」「子

連れ心中」「どぶ池事故」そして「子どもの自殺」「少女買春」「無認可保育所」「収容施設での虐待」ま

た「落ちこぼれ」「学校事故」などが、子どもの成長発達を脅かしている現実を知りました。この人権大

会では、これらの問題の背景にある、社会病理や福祉教育行政の貧困を問題にし、こうした現実を訴え、

子どもの成長発達権の確立を呼びかけ、広く注目を集めました。 
この国際児童年を受けて、国連は子どもの権利に関する条約の作成作業を進め、１９８９年１１月２

０日に、たくさんの子どもで埋められた会場で、全員一致で採択されました。この条約は、２０番目の

批准国の批准書が寄託された、３０日後である、１９９０年９月２日に異例の速さで発効し、２０１５

年１０月現在では１９６か国が批准を終え、アメリカ合衆国を除く国連加入の全国家・地域が、批准し、

唯一の未批准国であるアメリカ合衆国も批准の意思を示す署名は終え、文字とおり、世界の法規範とし

ての体裁を整えています。日本は１９９４年４月２２日批准書を国連事務総長に寄託し、国内では３０

日後の５月２２日に条約が発効しました。１５８番目の締約国です。なお条約には、３つの選択議定書

があり、日本政府は、その２つについては、批准していますが、個人通報を認める３番目の選択議定書

は未批准です。 
子どもの権利に関する条約の実施については、各締約国は、定期的にその状況と、問題点を国連が設

けた子どもの権利委員会に報告し、審査を受けることになっています、日本政府は、１９９６年５月、

２００１年１１月、２００８年４月に報告書を提出し、委員会の審査を受け、１９９８年６月、２００

４年１月、２０１０年６月に各最終所見を受け、現在第４回・第５回統一報告書を作成中である。委員



 

13 
 

会は政府報告書について、提出国の NGO、国連の機関を招いて予備審査を行い、それを受けて質問リ

ストを出し、その回答と報告書に基づく審査を行なって最終所見を示しています。 
市民と子どもを中心とした、事件を扱う私たちの事務所の取り組みは、現在、憲法とこの条約を基盤

にして展開しています。そこでいう子どもの権利の基本は、子どもを保護の対象とし捉えるのではなく、

独立した人格と尊厳を持ち、権利を享有し行使する主体として把握することにあるということで、子ど

もの意見・気持ちを大切にすることが基本だと考えています。 
この点についていうとサッカーの試合で、雷鳴が聞こえており、生徒たちから「やめられませんか」

といわれた引率の教師が、相手があることだから中止はできないと聞き入れなかった結果、落雷の被害

を受けたという事件をやったことがあります。１審も２審も雷は自然現象なのでと、学校の責任を認め

ませんでした。最高裁でようやく責任が認められましたが、学校が生徒の命よりも、試合の続行を大切

にしたわけで、恐ろしいことです。さらに、学校では体罰は禁止されていますが、悪ふざけの対象とな

ったことに立腹して、指導と称して有形力行使を是認した最高裁判所の裁判例があります。悪ふざけの

対象となったことに立腹したというのですから、腹立ちまぎれであることが推定され、なにをかいわん

やです。日常の生活にあっても、夫と離婚をするにあたって、ついてこない子どもを拉致監禁した母親

の事件に遭遇したことがあります。子どもが親のいうことに従うのが当然だとして、「子どもは黙ってい

なさい」という親の典型です。子どもが死んでいるのに「しつけ」だったという弁解をする記事にもよ

く出会います。子どものためだとはいうものの、本当は子どもの気持ちに関係なく自分の思いのままに

仕切ろうとしているのです。反対に子どもの権利条例を制定しようとすると、子どものわがままを許す

ことになるとして、強い反対が起こります。そのため子どもの権利という用語すら使えないということ

もあります。自分のいうことは通すが、子どもにはわがままだとして許さないのです。 
私は、こうした一つ一つの局面で、子どもを本当に尊重することから築きあげてゆかねばならないと

思っています。現実は、３８年前高松の人権大会で問題にされた問題状況が、残っているのではないか、

いや福祉や教育の面で金儲けに道を開いたり、子どもの貧困がすすんだりしてある面では、もっと悪く

なっているのかもしれないとさえ思います。国連委員会からは、「社会における子どもに対するこれまで

の姿勢が、家庭、学校、その外の施設および社会全般において、子どもの意見の尊重を制限している」

と指摘されています。その根は深いと思う毎日です。 
 
 

4 月幹事会議事録 
 

１ 情勢 

参院選１５選挙区で統一候補、衆院北海道５区補選の状況等 

 

２ 諸課題と支部の取り組み 

 ①司法関係 

 刑訴法改悪法案の国会審議状況 

 ４月１４日参院法務委員会で審議入り（今市事件の一部可視化の危険性） 

    同日昼デモ３００名超参加（You Tubeに動画あり） 
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 ４月１９日参考人質疑（小池振一郎団員、桜井昌司さん） 

 ４月２１日対政府質疑 

 ４月２６日参考人質疑予定  運動予定→ＦＡＸニュースで告知 

 ４月２７日１２時～ 刑事法研究者反対院内集会（参院会館１０１） 

 ５ 月 １ ０ 日 １ ７ 時 ～  法 律 家 ５ 団 体 外 刑 事 法 研 究 者 の 会 等 ８ 団 体 共 催 で 院           

内集会（参院会館１階講堂） 

 ５団体声明賛同者引き続き収集 

 

②労働法制関係 

 改悪派遣法の問題点を大久保次長より報告（改悪派遣法対応マニュアル） 

 →派遣労働者の直接雇用や正社員化の道を奪う専門２６業務廃止  

生涯派遣を強要する「３年の事業所単位の期間制限」「３年の個人単位の期間制限」導入 

派遣切りの自由の危険をもたらす「個人単位の期間制限」等 

本日院内集会開催→組合員含めて５０名程参加 

 

③教育関係 

 １８歳選挙権と高校生の政治活動・選挙運動規制 

 都教委等への申し入れ 

 →申し入れ後の会見、朝日、東京、東京民報等各紙で報道） 

 都教委より回答 

 １８歳選挙権と高校生の政治活動について本部と共同でリーフ作成 

 リーフ２万部発行予定、７０００～８０００部を都内で活用する必要あり 

 費用は本部持ち、赤字・黒字の負担割合は本部：支部＝４：１という提案がリーフＰＴよりあった。 

支部としてはこれを承認。  

 ５月１２日１８時３０分～教育問題委員会で引き続き議論  

 ６月 １日１８時３０分～どうなる高校生の政治参加シンポジウム開催 

            （弁護士会館クレオ）→都内高校のリスト提供 

  

④都政関係等 

 立川生活保護受給者自殺問題 

 立川の生活保護をよくする会等と調査団を結成 本部貧困委員会と連携 

 国民健康保険の国保調整金の問題 

 →差し押さえ件数に比例して交付金が増える仕組み、社保協等の他団体と  の会議に出席し問題

点を把握 

 ５月９日、６月８日 オスプレイ連続学習会開催（３回目日程未定） 

  

３ その他 

支部運営‐財政等  

 ・団費滞納者の件 

 ・５月集会支部代表者会議萩尾事務局長出席の方向で調整 
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 ・メーデー→刑訴法５．１０院内集会のビラとあすわかのリーフを撒く 

本部将来問題委員会からのアンケートに回答 

ソフトボール大会 １０月２８日（金）に決定 

地域幹事会‐７月２０日（水）北千住地域 

１１月２２日（火）日野地域 

 


